様式第１号（第５条関係）

番　　　　　号　
年　　月　　日　
福岡県知事　　　殿

市町村長　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

福岡県流域治水協働推進事業（整備費）補助金交付申請書

　福岡県流域治水協働推進事業（整備費）について、補助金の交付を受けたいので、福岡県補助金等交付規則（昭和３３年福岡県規則第５号）第３条及び福岡県流域治水協働推進事業（整備費）補助金交付要綱（令和５年４月１日施行）第５条の規定に基づき、関係書類を添えて下記のとおり申請します。

記

１　補助事業の目的及び内容
２　補助事業の完了予定期日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

３　交付申請額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　千円

４　交付申請額の算出方法及び事業経費の配分　別紙のとおり
５　添付図書
　　（１）事業計画書
　　（２）位置図
　　（３）国庫補助採択における写し

　　（４）その他必要な書類

別紙

交付申請額の算出方法及び経費の配分

１　交付金申請額（総括表）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	補助事業の区分
	事業費
	補助対象全経費

A
	控除経費

B
	補助

対象経費

A－B
	備考

	流域治水協働推進事業
（整備費）
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	

	補助率
	1/3
	

	総計
	今回交付申請額
	
	

	
	既交付決定額
	
	

	
	変更増減額
	
	


２　積算内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	補助事業の区分
	事項
	金額
	積算根拠
	備考

	流域治水協働推進事業
（整備費）
	事業費
	
	
	

	
	補助対象
全経費

A
	
	
	

	
	控除経費

B
	
	
	

	
	補助対象経費
A－B
	
	
	


注　　１　交付金申請額（総括表）の表のうち、事業費欄は、実際に要する事業費を記載す
ること。

　　　　　２　積算内訳の表は、補助事業区分ごとに作成すること。

　　　　　３　変更申請の場合は、下段に今回申請額を、上段に（　）で既決定額を記載するこ
と。

　　　　４　位置図は、事業範囲がわかるように表示すること。
様式第２号（第６条関係）

番　　　　　号　
福岡県流域治水協働推進事業（整備費）補助金交付決定通知書

市町村長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　年　　月　　日　　第　　号で申請のあった事業補助金については、福岡県補助金等交付規則（昭和３３年福岡県規則第５号）第６条及び福岡県流域治水協働推進事業（整備費）補助金交付要綱（令和５年４月１日施行）第６条の規定に基づき、下記のとおり交付します。

　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　　　　　　　印

記
１　この事業における補助金の額は、金　　　　　　　　　　　円とする。
２　補助金の対象となる事業、その内容及びこれに要する経費の配分は、交付申請書記載のと
おりとする。
３　補助金交付の条件は、次のとおりとする。
（１)　補助事業の実施について、次の各号の一に該当する場合は、あらかじめ知事の承認又
は指示を受けなければならない。
　　　ア　補助事業に要する経費の配分の変更をするとき。
　　　イ　補助事業の内容を変更するとき。
　　　ウ　補助事業を中止し、又は廃止するとき。
　　　エ　補助事業が予定の期間内に完了しないとき、又は事業の遂行が困難となったとき。

（２)　補助事業が完成した場合において、補助事業の施行により発生した物件等があるときは、当該物件の価格を補助額から控除することがある。
（３)　市町村長は、補助金について、経費の収支を明らかにする調書を作成し、補助事業終了の翌年度から起算して５年間保存しておかなければならない。
（４)　この補助金が２の目的以外に使用されたときは、補助金の全部又は一部について返還を命じることがある。
４　市町村長は、福岡県補助金等交付規則及び福岡県流域治水協働推進事業（整備費）補助金交付要綱の規定に従わなければならない。
様式第３号（第７条関係）
番　　　　　号　　
年　　月　　日　　
福岡県知事　　　殿

市町村長　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
福岡県流域治水協働推進事業（整備費）補助金交付変更申請書

　　年　　月　　日　　第　　号で補助金の交付決定の通知を受けた、福岡県流域治水協働推進事業（整備費）補助金について、交付変更決定を受けたいので、福岡県流域治水協働推進事業（整備費）補助金交付要綱（令和５年４月１日施行）第７条の規定に基づき、関係書類を添えて下記のとおり申請します。

記

１　変更を必要とする理由
２　補助事業の完了予定期日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

３　補助交付申請額

　　　　　交付決定額　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　千円

　　　　　交付変更申請額　　　　　金　　　　　　　　　　　　　千円

　　　　　差引増減額　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　千円
４　交付変更申請額の算出方法及び事業経費の配分　　　　　別紙のとおり
注　１　交付変更申請額の算出方法及び事業経費の配分は、すべて補助金交付申請書の様式に

に準じて作成し、変更に係る部分の下段に今回申請額を、上段に（　）で既決定額を記
載すること。
２　添付図面は、変更に係る部分のみを添付すること。
様式第４号（第７条関係）

第　　　　　号　　
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　福岡県流域治水協働推進事業（整備費）補助金交付変更決定通知書

年　　月　　日　　第　　　　号をもって交付の決定をした、福岡県流域治水協働推進事業（整備費）補助金については、福岡県流域治水協働推進事業（整備費）補助金交付要綱（令和５年４月１日施行）第７条第３項の規定に基づき、下記のとおり変更したので通知します。

　　　　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　　　　　印　
記
１　変更内容

様式第５号（第８条関係）

番　　　　　号　　
年　　月　　日　　
福岡県知事　　　　殿

市町村長　　　　　印
福岡県流域治水協働推進事業（整備費）中止（廃止）申請書
　　年　　月　　日　　第　　号で補助金の交付決定の通知を受けた、福岡県流域治水協働推進事業（整備費）について中止（廃止）したいので、福岡県流域治水協働推進事業（整備費）補助金交付要綱（令和５年４月１日施行）第８条の規定に基づき、関係書類を添えて下記のとおり申請します。

記

１　補助事業の名称

２　中止（廃止）を必要とする理由
様式第６号（第９条関係）

番　　　　　号　　

年　　月　　日　　

福岡県知事　　　　殿

市町村長　　　　　印

福岡県流域治水協働推進事業（整備費）未完了報告書

　　年　　月　　日　　第　　号で補助金の交付決定の通知を受けた福岡県流域治水協働推進事業（整備費）は、下記の理由により年度内に完了しないので報告します。

記

１　未完了理由

２　工期
　　　年　　月　　日から　　　年　　月　　日まで
　３　進捗状況

　４　今後の見通し
様式第７号（第１１条関係）

番　　　　　号　
年　　月　　日　
福岡県知事　　　殿

市町村長　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

福岡県流域治水協働推進事業（整備費）完了実績報告書

　年　　月　　日　　第　　号で補助金の交付決定の通知を受けた、標記事業が完了したので、福岡県補助金等交付規則第１３条及び福岡県流域治水協働推進事業（整備費）補助金交付要綱（令和５年４月１日施行）第１１条の規定に基づき、関係書類を添えて下記のとおり報告します。

記

１　補助事業の名称
２　補助金の（変更）交付決定額及び精算額

　　　補助金の（変更）交付決定額　　　　金　　　　　　　　　　　千円

　　　補助金の精算額　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　千円

　　　詳細は別紙補助金積算調書のとおり
３　補助事業の実施期間
　　　　　　　　年　　　月　　　日から　　　年　　　月　　　日まで
４　添付書類

別紙

補助金精算調書

１　精算総括表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	Ａ

補助事業の区分
	交付決定内容
	補助金精算額
	Ｇ

補助受

入済額
	Ｈ

差引額
	摘要

	
	Ｂ

補助

対象経費
	Ｃ

補

助

率
	Ｄ

補助

金額
	Ｅ

精算対象

支払額
	Ｆ

精算

補助金
	
	
	

	流域治水協働推進事業（整備費）
	
	1/3
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	
	
	


２　精算内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	補助事業名
	補助対象経費
	精算対象

支払額
	差引額
	摘要

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


注　１　Ｅ欄にはＣ欄の経費に対応した執行状況を記入すること。

　　　２　Ｆ欄にはＥの合計額の欄に当該事業の補助率を乗じて得た金額を記入すること。

　　　３　Ｇ欄には交付を受けた金額を記入すること。

　　　４　精算内訳は、補助事業名ごとに作成すること。

様式第８号（第１２条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

福岡県流域治水協働推進事業（整備費）補助金の額の確定通知書
                         　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　

市町村長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　年　月　日　　第　　　号で交付を決定した、福岡県流域治水協働推進事業（整備費）補助金については、　年　　月　日　　第　　号で実績報告があったとおり、福岡県補助金等交付規則（昭和３３年福岡県規則第５号)第１４条及び福岡県流域治水協働推進事業（整備費）補助金交付要綱（令和５年４月１日施行）第１２条の規定に基づき、金　　　　　　円に確定します。
年　　　月　　　日
　
  　　　　　　　　　　　                                     福岡県知事　　　　　　　　　　　印
様式第９号（第１３条関係）

番　　　　　号　
年　　月　　日　
福岡県知事　　　殿

市町村長　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

福岡県流域治水協働推進事業（整備費）補助金請求書

　　　年　　月　　日　　第　　号で補助金の交付決定の通知を受けた、標記事業が完了したので、福岡県流域治水協働推進事業（整備費）補助金交付要綱（令和５年４月１日施行）第１３条の規定に基づき、関係書類を添えて下記のとおり請求します。

記

１　補助事業の名称

２　補助金請求額

　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　　　円
様式第１０号（第１３条関係）

番　　　　　号　

年　　月　　日　

福岡県知事　　　殿

市町村長　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

福岡県流域治水協働推進事業（整備費）補助金概算請求書

　　　年　　月　　日　　第　　号で補助金の交付決定の通知を受けた、標記事業が一部完了したので、福岡県流域治水協働推進事業（整備費）補助金交付要綱（令和５年４月１日施行）第１３条の３の規定に基づき、関係書類を添えて下記のとおり請求します。

記

１　補助事業の名称

２　補助金概算請求額

　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　　　円
様式１１号（第１５条関係）

誓　約　書
令和　年　月　日
所 在 地：　　　　　　　　　　　　
名　　称：　　　　　　　　　　　　

代表者名：　　　　　　　　　　　　

（記名押印又は代表者による署名）
福岡県流域治水協働推進事業（整備費）補助金の交付申請に当たり、申請者及び申請者の全役員は下記のことを誓約します。
この誓約の内容と事実が反することが判明した場合は、当該事実に関して福岡県が行う一切の措置に対して異議の申立てを行いません。
また、福岡県流域治水協働推進事業（整備費）補助金の交付決定後にこの誓約の内容と事実が反することが判明し、交付決定の全部又は一部が取り消された場合には、福岡県に対し、当該補助金の全部又は一部を返還します。
なお、この誓約書の内容について、福岡県が福岡県警察本部に照会することを承諾します。
記

1． 申請者は、暴力団による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第７７号。以下「法」 という。）第２条第２号に規定する暴力団ではありません。
2． 申請者は、法第２条第６号に規定する暴力団員が役員等になっている団体ではありません。
3． 申請者は、暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者が役員等になっている団体ではありません。
4． 申請者及び申請者の役員等は、次に掲げる暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する団体ではありません。
（1） 暴力団員が事業主又は役員に就任している団体
（2） 暴力団員が実質的に運営している団体
（3） 暴力団員であることを知りながら、その者を雇用し、又は使用している団体
（4） 契約の相手方が暴力団員であることを知りながら、その者と商取引に係る契約を締結している団体
（5） 暴力団又は暴力団員に対して経済上の利益又は便宜を供与している団体
（6） 暴力団又は暴力団員と社会的に非難される関係を有している団体
（7） 計画的又は常習的に暴力的不法行為を行い、又は行う恐れがある団体
5． 申請者が実施する事業(事業の準備を含む。）により暴力団を利することとならないようにするとともに、県が実施する暴力団の排除に関する施策に協力します。
6． 上記のほか、関係法令を遵守するとともに、暴力団の排除を推進し、県民の安全で平穏な生活の確保及び福岡県における社会経済活動の健全な発展に寄与します。
様式１１号（第１５条関係）
別　紙
役員一覧
	役職名
	（ふりがな）
氏　　名
	性別
	住　　　所
（都道府県名）
	生年月日

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※役員全員を記載すること。
